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発表レジメ 石川・正來 洋 2003.3.26.
◆問題の設定  Ａ小学校は、1学年3クラス程度の中規模の小学校である。2002年からの新しい学習指導要領の実施や、教育の情報化の推進に関する

国の計画を参考にし、おそまきながら情報インフラ環境の整備に取り組もうとしている。2000 年には、学校にコンピュータ教室が整備され、22 台の

Macintosh（iMac DV+）が導入された。お絵かきソフト、ワープロ、ブラウザなど基本的なツールソフトはそろえてあるが、コンピュータは専用机にお

かれ、周辺機器はスキャナーとカラープリンタ各１台だけしか整備できなかった。しかし、コンピュータ間のネットワークは、ケーブルで施設されてい

て、iMac DV+の1台をサーバに充てて、CATV回線を通じてインターネットに常時接続できる環境にある。導入当初は、お絵かきなどを利用した授業

やＷｅｂページの閲覧などの授業が行われていたが、最近はあまり授業でも使われていないし、使用しないときは部屋に鍵がかけられている状態である。

先生方の中では、「パソコンの使い方がわからない」「パソコンを利用した授業に具体的なイメージがわかない」「自分の持っているパソコンとソフトが違

う」などの声が聞かれる。このような状況の中、この学校では、来年4 月から図書館（図書室）の隣りの普通教室が空くことになったので、ここにコン

ピュータ（10台程度）を導入し、より多様な目的でコンピュータを利用できる教室を整備することになった。ただし、予算は今年度内の予算であり、総

額で300万円（消費税込み315万円）である。ITCEのあなたは、この予算の有効な利用に関する相談を受けた。 

１．今回の要件は以下のとおり。 

１）今回はすべて買取であり、予算は消費税を含み315万円。 ２）経費には、導入ハードのほか、ソフトウエアや周辺機器を含むこと。 ３）積算の

根拠は、現在の実勢価格による。 ４）工事費やハードの保守費は含まない（別途要求）。 ５）本提案の経費（315万円）以外の設備は、今年度は充当

されない。 ６）教室には、100Base-TXの情報コンセント（２口）が敷設されている。 ７）来年度にも、何か運用や普及のための経費が必要なら、

今回提案しておかなければ、予算化は検討されない。 

注）ここに記述されていない要件（教員の意識や技能、建物や教室の大きさ）については、標準的な中規模の小学校の現状と同程度と考え、資料などを

調べて情報を補ない、それをもとに設計し、提案すること。 

１．上記の学校に導入すべき、具体的なハード、ソフト、周辺機器を選定し、構成せよ。 

２．なぜその機種を選んだのか、どのようにすれば有効に活用できるかについて、次のような観点で提案書を作成せよ。 

   １）導入の目的（要求事由） 

   ２）提案の内容と経費    ・機器構成・機種名、機能  ・経費内訳 

   ３）活用の方法    ・参考となる事例   ・既存の設備との関連   ・今後の具体的な取り組み方 

   ４）2003年度（次年度）に必要な予算措置 

３．上記の内容（特に、目的や選定の理由、活用方法）について、約５分で、分かりやすくプレゼンテーションせよ。 
表1　問題点の分析と対処法の一覧 2002.11.　A小整備プラン

受理コード：300-10056W

Windowsサー
バ導入

新PC室のイン
フラ整備

MSスクールア
グリーメント契
約

新PC室のマル
チパーパス化

職員研修（教
育の情報化）

職員研修（情
報教育推進）

既存PC室の利
用形態の提案

★1「パソコン
の使い方がわ
からない」

○ノート10台
当面は職員兼
用

◎ソフトウェア
環境と統一に
よるOJT促進

◎研修講座
（利用教育）

★2「パソコン
を利用した授
業に具体的な
イメージがわ
かない」

○調べ、まと
め、伝える授
業形態への対
応
○交流学習対

◎プロジェクタ
利用、外部教
材リソース利
用

◎元吉原小、
暁小カリキュラ
ム

★3「自分の
持っているパ
ソコンとソフト
が違う」

○機種の差異
を吸収できる
サーバOS

◎ソフト統一に
よるMAC,WIN
の相違の吸収

★4 PC室が使
われていな
い、鍵がか
かっている→
利用イメージ
を！

◎休み時間の
開放
◎児童PCリテ
ラシーアップの
ためのドリル
的ソフト等導入

★5 新PC室
→マルチな利
用イメージ、図
書館との連携
を考慮

○テレビ会議
ソフトとハード
○無線LAN対
応

◎隣室図書館
との連携、役
割分担（書架、
図書分類と移
動）
○移動机配置
による柔軟な

○同左

★6 次年度要
求

○職員用PCの
導入→教育の
情報化対応

○ライセンス
継続予算

○消耗品費

○情報教育ア
ドバイザ獲得
○リテラシー
アップ講座

○ＩＴＣｅによる
継続的な研修
開催

料作成者　教育情報化コーディネータ　正來 洋　
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平成１２年度より郡と県の合意により
情報加配教諭身分のまま、郡の教育
ネットワークセンター勤務となり、地域
の IT コーディネータとして働く。 
担当地区学校数 約６０校弱 

行政・教育委員会のニーズへの把握、 
成果のアピール対応 

学校現場のニーズへの対応 

地域の実践的リーダー集団の育成 

情報収集のために 
・ 教育委員会、管理職との意志の疎通を重視 

問題へ柔軟な対応のために 
・ 学校現場への頻繁な訪問、対応 

現行教育ネットワークインフ
ラの整備、維持・管理業務 

・ 教育ネットワークセンター運営 
・ 担当地域学校のネットワーク整

備、維持管理 

将来的な教育ネットワークイ
ンフラ整備のビジョン策定 

・ 現行ネットワーク指定事業の期
限切れが迫る。 

・ 次期教育用ネットワークの構想
の策定と、その実現のための予
算措置獲得のためのアピール 

地域の情報教育を統括するコーディネ

ータとしての地域・行政からの役割期待

・ 地元学校での勤務経験 
・ 情報教育実践で地域のリーダー的存

在 
・ 地元の学校教育事情に精通 

・ 情報教育（メディア利用）の推進 
・ 校務等の学校情報化の推進 

授業支援 
・ TT による授業支援 
・ 授業研究会で助言 

現場支援体制の確立努力
・ ヘルプデスクの活用 
・ 緊急雇用 IT アドバイザの配置

養成と活用 
・ 学校リーダーのスキルアップ 
・ 専門家による保守契約を重視 

本格的な ITCe 制度の普及へ
の期待 

・ 自ら ITCe２級資格を取得 
・ 校内推進リーダー（ITCe３級レベ

ル）の育成の公的な保証を希望 
各地区の 

実践リーダー集団の育成 
・ 地区ごとのコアメンバーの選出 
・ 複数の情報教育プロジェクト立ち

上げ 
・ 県管轄のプロジェクトへの推薦 
・ 地区リーダーの要請に優先対応 

専任コーディネータとしての 
柔軟性の重要性 

・ 直接の授業支援、直接授業担当が
可能 

指導主事としての権限の 
重要性 

・ 県レベル会議への出席が可能 
・ 市の行政組織への要請・陳情が

容易 

・ 情報教育推進のための環境作り 
・ 校務等の学校情報化の推進 

現場支援の徹底（技術支援） 
・ 校内ネットワークのメンテナンス、トラ

ブルシューティング 
・ 地域内ネットワークの構築、一元管理

現場教員のスキル 
リテラシーアップ 

・ TT による授業支援 
・ 授業研究会で助言 

センター研修講座の 
拡充と充実 

・ 希望者全員に対応できる夏期休
業中の研修講座計画 

・ 地域の実践リーダーを講師とした
研修講座開催（リーダー育成） 

情報教育研究サークルの主宰 
・ TT による授業支援 
・ 授業研究会で助言 

教員出身コーディネータとしての利点 
・ 学校現場の実情の的確な把握 
・ 授業指導に関する知見の蓄積 

最新の情報教育トレンドを 
つかむ自己研修 

・ 広く県外の情報教育研修会に積極
的に参加 

・ 全国レベルの情報教育プロジェクト
への積極的参画 

凡例 
        ２事例の共通の目標・外部要請 

        ２事例共通の取り組み・ポリシー 

        独自の取り組み・ポリシー 

        問題点、課題 

リーダー人材の確保の難しさ

Ｔ県Ｍ郡ＩＴＣ Ｎ氏 I 県Ｋ市指導主事Ｍ氏 

図表１ 業務の分析 

教科指導主事兼任
の時間的負荷 

担当地区・業務の
広範・多忙 

限られた時間 

平成１４年度より、K 市教育センター
に情報教育兼教科指導主事として、
地区の小学校教諭から転任配属。 
担当地区学校数 約４０校 




